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Abstract 
 

On a historical transition of the Isikari Bay New Port, it was important that the turning point in the 
history was decided by Mr. K. Matimura who was the governor of Hokkaido． 

Since the third stage of the Hokkaido Synthesis Development Plan was decided by the Japanese 
Government in 1970, the development of the Ishikari Bay new port started . 

This paper describes about the whole story of the Isikari Bay New Port planned and constructed since 
1965. 

 

 

１．はじめに 

 
明治初期から、石狩湾岸に港を建設しようとした先

人達の夢は実現しなかった。しかし、戦後,石狩湾岸の港

づくりは、小樽市が当初掲げていた木材取扱いと密接に

関連する銭函副港計画がベースになり、地方の特性を生

かし流通の合理化による地域経済の発展を目指す石狩湾

新港へと進展した 1)。 
石狩湾新港という巨大プロジエクトである港湾建設に関

連し、避けることのできない用地買収や漁業補償の的に

なった農・漁民の苦渋に対し、石狩町が石狩湾新港建設

事業推進にどのような役割を果たし社会的変化に対応し

たのか、その過程については既に述べた 2)3)。 
さらに、石狩湾新港に隣接する小樽港との機能分担につ

いて、道央圏に存在する 5 港(小樽、室蘭、苫小牧、留萌、

石狩湾新港)で、それぞれ取扱う貨物の輸送費用の経済性

の面から新規港湾の必要性 4)を明らかにし、小樽港の機

能分担の具体的な保障を求める小樽市の要望に対する北

海道の対応と港湾管理などについても明らかにした。 
石狩湾新港の歴史的変遷を考えたとき、その歴史の中

で最も重要な転機の一つは、1970(昭和 45)年 5 月 25 日、

町村金五北海道知事から示された小樽市、石狩町への裁 

定 5)であり、その裁定は、両首長にとってお互いの港湾

誘致抗争のホコ先をおさめざるを得ないほどの大きな力

であった。これを受けて国が行う第 3 期北海道総合開発

計画(第 3 期計画)6)が、1970(昭和 45)年 7 月に閣議決定さ

れ、石狩湾新港が起動できる条件が整えられた。 
これを契機に、北海道としても従来は受身もしくは批

判する立場であったが、石狩湾新港に係わる地域開発，

港湾計画の基本構想の作成、港湾管理などについて、自

ら提案し地域づくりの推進者としての責務を負わされる

ことになった。 
そこで本論文は、現在の石狩湾新港が石狩の砂浜に建

設されることになった港の位置と形状について、地域づ

くりの推進者としての北海道が果たした役割と，一方、

国(北海道開発庁)では茨戸周辺低平地における洪水処理

が緊急の課題であり、洪水対策水路を港湾として利用し、

低平地を臨海型工業地区 7)にしようとした河川側と港湾

側との調整により、港湾の位置と港のかたちがどのよう

な経緯で決定されていったのか、その成立過程を明らか

にする。 
なお、図-1 は北海道内の重要港湾の位置図(1972 年現

在)であり，図-2 は北海道（道央地区）における石狩湾新

港の位置図である。 
 
２．港湾建設位置決定までの動き 

 
石狩湾新港の建設がより具体的になったのは、第 1 に、

1961(昭和 36)年、小樽市が単独で銭函副港計画 8)という

ビジョンを掲げ画期的な政策を行なおうとしたことであ

る。第 2 に、1964(昭和 39)年 12 月に閣議決定された道央 
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図-1 北海道内の重要港湾の位置図(1972 年現在) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-2 石狩湾新港位置図 （道央地区） 

 

地区新産業都市建設基本計画に新規港湾が取り上げられ

たことであり、第 3に、第 2期北海道相互総合開発計画(第
2 期計画)9)の策定にあたり北海道案の段階において、「石

狩湾沿岸に木材施設を主とした新規港を築設する」とし

た趣旨にまとめられたことである。 
しかし、国では新規港湾の実施にあたり現地調査が不

十分であるため時期尚早であるとして計画は見送られ、

そして 40 年代へと引継がれた。 
その後、1964(昭和 39)年、小樽市によって計画された

札樽港(仮称)10)は、小樽市行政区域内(銭函地区)の限定さ

れた背後用地における計画であったため、港湾を流通活

動の拠点、産業の基盤、都市機能の一翼とする 3 つの機

能を果たし得ず、新たな時代の要請に柔軟に適応してい

くため、札樽港計画をはるかに上回る広域的な港湾が時

代の要請として求められていた。 
 
（１）1965(昭和 40)年度の北海道開発庁による「石狩地

区工業開発調査 11）」について 

当時、国では地域間の均衡ある発展を目標とする国土

開発の長期構想について、全国的に再検討が実施されて

いた。そのため北海道開発庁は、北海道経済の長期展望

を得るため概ね 1985(昭和 60)年の北海道経済の望ましい

規模と構造を想定し、最も有効な成長経路の分析とこれ

の実現に向けての開発政策を明示する必要があった。そ

のため、1965(昭和 40)年度に北海道開発計画調査費によ

る「石狩地区工業開発調査」が実施された。 
この調査では、工業生産の見通し、適性業種の想定、

工業団地の規模と位置について検討し、経済的視点から

新規港湾の最適位置を求めようとした。 
調査の結果、図-3 に示される 3 地区(A.B.C)について社

会・経済的な観点、すなわち道路整備状況、茨戸川の利

便性、企業立地の観点から港湾位置は A.B.C 地区のうち、

C 地区が最も有利であると想定された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 石狩湾沿岸総合開発計画調査」検討対象地区 

   (「石狩地区工業開発調査報告書」より抜粋) 

 
（２）1966～1971(昭和 41～46)年度の「石狩湾沿岸調査

12）」と港湾位置決定について 

北海道総合開発計画の第2期計画(1963~1970)年度では、

石狩湾岸における新規港湾計画が現地調査不十分のため

時期尚早として見送られた。 
これを受けて北海道開発局は、港湾の建設位置につい

て技術的視点から検討を加えるために、図-4 に示す 3 つ

の候補地を対象に、石狩湾沿岸の各種自然条件を調査し、

港湾建設位置の技術的検討と施設法線の検討を 1966～
1971(昭和 41～46)年度の 6 年間にわたって行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 ｢石狩湾沿岸調査｣による比較検討対象地区 

            (作成：北海道開発局) 

 
なお、1966(昭和 41)年度から 1968(昭和 43)年度までの

3 年間は、波浪観測、汀線や深浅の測量に加え、風況、

沿岸流、漂砂、底質などの自然条件調査を、1969(昭和

44)年～1971(昭和 46)年度までの 3 年間には，模型実験や

地質調査などが実施された。 
「石狩湾沿岸調査」により、漂砂と汀線変化状況から、

留萌 
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港湾建設位置は鯨塚地区が有利であるとした。しかし、

当時、小樽市と石狩町が港湾建設位置をめぐって港湾誘

致抗争が 8 年間続けられていたこともあり、北海道開発

局は港湾建設位置の構想は、小樽市、石狩町の思惑とは

全く無関係に、これまでの経済調査ならびに技術調査結

果を尊重して進められた。 
 
（３）港湾建設位置をめぐる小樽市と石狩町の抗争 13)

について 
小樽市と石狩町が港湾建設位置をめぐって抗争する

原因の第 1 は、昭和 25 年港湾法制定に伴い北海道内の港

湾管理者が、他府県と異なり予定港湾区域を地先水面と

する地域を区域とする地方公共団体、すなわち関係する

市町村が港湾管理者になることを北海道と協議し、決定

しており、これが「北海道の特殊事情」14)15)と呼称され

て今日に及んでいた。 

そして、原因の第 2 は、小樽市では「石狩湾新港は、

昭和 36 年、小樽市が単独で掲げた銭函副港計画案が契機

となったもので、したがって新港の計画位置は銭函地区

である」というのが理由で、小樽市の権限の及ばない石

狩町域に建設されることは、小樽港の投資効率が阻害さ

れることになり、小樽市としては絶対に容認できなかっ

た。 
これに対し、石狩町には、戦前、石狩と苫小牧の築港

計画が表面化し、両者の中央に向けた運動は帝国議会に

それぞれ請願され、また北海道庁内でも相譲れないとい

う関係に発展した過去の経緯 16)があった。すなわち、日

本海側の石狩町と太平洋側の苫小牧市で競い合った結果、

先行した苫小牧港は、既に昭和 25 年着工され、現在、太

平洋沿岸の拠点港湾として発展している。しかし、背後

地の広大な石狩浜が新規港湾の適地であるという調査結

果から、石狩町にとっては過去の経緯もあり、また、こ

の件に関しては夢実現の最後の機会であったので、絶対

に譲れなかった。以上の理由から、「石狩に港をというの

は明治以来の悲願であり、銭函副港計画に割り込んだも

のではない。」と石狩町は異論を唱え、港湾建設適地につ

いて両者の主張は容易ならざるものがあった。 
つまり、その背景には、港を実現し新たな都市として

の発展と地域産業の活力拡充への期待があったからであ

る。 
しかし、先に述べたように北海道の港湾管理者の特殊

事情のため、北海道が先導する大規模プロジェクトの港

湾であるといえども、北海道が一方的に港湾管理者を設

立し、また、港湾計画を立案することは不可能であった。 
一方、北海道開発局は昭和 41 年度より昭和 46 年度ま

で継続された「石狩湾沿岸調査」における港湾適地調査

結果は、適地位置が小樽市の行政区域外の石狩海浜であ

ったことから小樽市に配慮し、その結果を公にはできな

かった。 
かかる事態を重くみた国(北海道開発庁)17)は、両者の

円満解決を望んだが、小樽市や石狩町にとって港湾建設

適地について国からの指導や要請であっても、それが現

実性のない抽象論では解決の糸口をつかめるような単純

な状況ではなかった。すなわち、 
港湾法の特例を定めることを目的とした｢北海道開発

のためにする港湾工事に関する法律｣第 3 条において、

「北海道開発のため必要がある場合において、国と港湾

管理者の協議が調ったときは，運輸大臣は予算の範囲内

で港湾工事を自らすることができる」という条文があり、

また、未だ港湾管理者の設立がない時に国の機関である

北海道開発局といえども、一方的に港湾管理の基本であ

る港湾位置決定を公にすることは港湾法上許されなかっ

た。 
そのため、北海道は両者の立場を配慮して政治的な斡

旋に乗り出すこととなり、1970(昭和 45)年 5 月 25 日、町

村北海道知事 18)は小樽市長、石狩町長との三者会談を行

い、「①石狩湾新港は、北海道、小樽市、石狩町の 3 者共

同管理とする。②石狩地区に建設することを原則に実現

を急ぎたい。③共同管理の基盤を早急に固めるための行

政区域の調整が必要である」との北海道の方針を伝え、

小樽市、石狩町ともこれを了承し、8 年間にわたる争い

は円満に解決が得られた。これによって,石狩湾新港建設

計画の具体化へと進むことになった。 
以上の巧妙なる裁定によって、港湾行政の面では,港湾

管理について経験のない北海道が、小樽市の長年にわた

る港湾管理に関する実績を評価する一方、小樽市は,境界

変更に伴い港湾法第 4 条第 1 項に基づき石狩湾新港の予

定港湾区域に関する地先水面とする地域が確保され、銭

函副港計画が石狩湾新港となって整備が進められること、

また,石狩町は石狩浜に念願の夢の実現が叶えられ、しか

も共同管理方式で管理運営が図られるというバランスの

とれた裁定となり、石狩湾新港の将来の体制や発展の基

礎がつくられた。 
その結果、図-21 に示すように石狩町は石狩町字樽川

の一部(899ha)を境界変更 19)し、小樽市に編入させたので

ある(昭和 50 年 4 月施行)。 
 

（４） 港湾位置決定における漂砂の影響について 

北海道開発局が実施した「石狩湾沿岸調査」のうち、

漂砂については「石狩湾沿岸の漂砂について」と題する

報告書 20）にまとめられ、その中で次のように記述され

ている。 
『石狩湾新港は、図-5 に示すように弧状をなす石狩湾

の最奥部に位置し、石狩川河口から西側へ約７km の距

離にある。海岸は、日本海特有の冬期波浪の厳しい自然

条件に置かれていることから、計画段階から漂砂による

影響が懸念されていた。このため、新港着工前の 1964(昭
和 39)年から漂砂関連の調査が継続して実施されてきた。 

石狩海岸における主な漂砂源は石狩川であり、石狩川

から搬出される土砂量は、浮遊土砂で 150～200 万 m3/年
と推定され、浮遊形態で運搬される。 

この浮遊土砂の分布状況や卓越方向については、湾全
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体の底質構成、河川水による濁度分布などから推定され

ており、その卓越方向は厚田・浜益方面と北上する傾向

が強く、水深 10m から 35m の範囲に広く分布している。

河川の西側については、石狩川の流出土砂による直接的

な漂砂の影響は少ないものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 石狩湾の海底地形 

 

 

図-6 石狩川河口の地形変化 

 

石狩湾新港周辺での沿岸流況は北上流が卓越してい

ること、石狩川河口左岸の砂嘴が図-6 に示すように右岸

に向けて発達していること、新港建設後は港の西側で砂

の堆積が著しいことなどから、石狩湾周辺における沿岸

漂砂は、小樽側から石狩川方向へ移動しているものと考

えられる。 
しかし、漂砂の量的な把握について工学的にも未解決

の問題もあり、その実態は容易に解決できないが、ここ

では漂砂量の一応の目安として鯨塚地区1万m3/年/kmと

概算した。しかし、この問題は、昭和 47 年 12 月試験突

堤工事が行われており、これらの現地実験により漂砂の

量的問題はさらに明確化されるものと期待している。』 
 

現地調査の結果、新港建設による局所的な砂の移動を

除けば、沿岸流速が小さいこと、波浪が海岸線に直角に

入射すること、波による浮遊砂量も小さいことなどから、

沿岸漂砂に対しては比較的安定な海岸と考えられたので、

港湾位置は図-4 に示す鯨塚地区に決定した。 

 
３．港のかたち 

 
石狩湾新港の建設は、北海道知事の斡旋を受け入れた

ことにより、運輸省(現国土交通省)へ「石狩湾新港(仮称)
整備計画」を 1970 （昭和 45）年 6 月 18 日に提出し、北

海道総合開発計画の「第 3 期計画」1971～1980(昭和 46
～55 年)度), (同年 7 月閣議決定)に「石狩湾沿岸に新規

流通港湾を建設する」と明記され、次いで｢第 4 次港湾整

備 5 カ年 1971～1975(昭和 46 年～50 年)度計画に組み入

れられるため、その整備計画立案に向けて具体的に動き

はじめることになった。 
そこで、港のかたち決定までの過程を以下に述べる。 

 
（１）1968(昭和 43)年 8 月の 北海道交通研究会 21)の調

査結果について 

北海道は、北海道総合開発計画の第 2 期計画の終盤で

ある 1968(昭和 43)年度に、新しく始まる第 3 期計画に向

けて策定作業を開始した。 
時を同じくして、国では豊かな環境の創造を目標とす

る「新全国総合開発計画」の案が明らかにされた。この

計画の開発方式は大規模プロジェクト構想を目指すもの

であったため、工業部門において特に遅れがみられる北

海道は、大規模工業開発の有力な受け皿として位置づけ

られた。大規模工業開発は、港湾整備と不離一体のもの

であり、当然のこととして港湾建設の可能性の検討が重

要な課題となった。このため、北海道は第 3 期計画の北

海道案の策定にあたり、大規模工業開発を先導できる港

湾建設立地の可能性について、その調査を 1968(昭和 43)
年 8 月北海道交通研究会に委託した。 

その報告書の中で、新港はその性格上、小樽港と相互

補完的機能を持つとともに、流通貨物の取り扱いを主体

として築設するもので、港湾取扱貨物量は、これら要素

に基づいて 1100 万トンと推定し、事業費は約 210 億円と

見積もられた。 

北海道交通研究会が行った「港湾調査報告書」22)の中

で，図-7 に示す港湾計画の概要について、次のように記

述されている。 
 
ａ）機能的な検討 

『将来、開発計画の進展に伴う札幌周辺の経済拡大か

ら、小樽港のみで到底流通貨物の増大に対処することは

困難になるものと考えられる。そのため、新しい流通拠

点として既存小樽港の再開発と併せて石狩湾沿岸に新た

な港湾の必要性が急速に高まりつつあることから、新港

の性格と機能は次のとおりである。 
イ．札幌市と至近距離にあり、しかも港湾直背地区を

そのままストックヤ－ドとして使用し得る。 
ロ．札幌都市圏という大消費地を背景とした、臨海都

市型工業の立地に適する。 
ハ．木材輸入を中心とした対岸貿易の拠点として新た

な性格を確立し、裏日本沿岸各港との連携強化によ

る流通の重点港となる。 
 
ｂ）技術的な検討 

新港の形態については、対象地区が一連の砂地で掘込

式港湾が考えられ、港湾の築設技術上から特に問題はな

石 狩 川 

浜益

厚田
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い。 
 
ｃ）港湾の位置 

港の位置は、石狩湾沿岸の漂砂の調査結果などを待っ

て決定すべきであるが、次の条件により石狩湾中央部に

想定した。 
イ．背後の土地利用上、石狩湾中央部が望ましい。 
ロ．茨戸川(旧石狩川)を利用しやすい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7(a) 北海道交通研究会による計画図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7(b) 石狩湾新港港湾計画図(作成:港湾管理者) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7(c) 北海道交通研究会による計画図と現在の港湾

計画図を重ね合わせた平面図 

 

ｄ）港湾の法線計画 
外郭施設、内港施設などは、図-7(a)に示す通りであり、

茨戸川との連絡水路幅員 40m、水深 2.0m を設け、茨戸

川は貯木場として計画する。』 
 

提案は、多くの専門家の意見が反映された極めて現実

性の高いものであった。北海道交通研究会による港湾計

画を示す図-7(a)と、現在の石狩湾新港港湾計画を示す図

-7(b)(図-21 参照)とを縮尺を同じにして重ね合わせたの

が図-7(c)である。この 2 つの計画図を比較してみると、

北海道交通研究会による港湾計画図では、建設に至るま

での考え方、位置の選定，特に茨戸川洪水対策として注

目された放水路の起点(茨戸川)は現在の位置と同じであ

るが、港湾掘込み水路に放流する計画となっているなど、

法線計画などに多少の違いは見られるものの、現在の石

狩湾新港港湾計画は、殆んどそのまま計画されているこ

とが理解される。 
 
（２）港湾計画と石狩放水路(茨戸川)計画の調整につい

て 

石狩川の洪水対策のため、茨戸周辺低平地における洪

水処理としての水路と茨戸川を港湾施設として利用し、

洪水処理のほか低平地を臨海型工業地区にしようとした

河川側と港湾側との調整について述べる。 

 
ａ）茨戸川とその治水対策 23) 

迂曲蛇行する石狩川は、図-8 に示すように 1918(大正

7)年 10 月石狩川屈曲部 19km を 3.3km に短縮する生振新

水路工事に着手し、1931(昭和 6)年 5 月に通水させた。工

事費は約 300 万円であった。 
茨戸川は、新水路によって残された旧石狩川で、川幅

は平均 200m、水深は 4.5～5.5m で泥土が 0.2～0.45m 程

度堆積し、“ふる川”と呼ばれ、北海道の管理下にあった。

しかし、1964(昭和 39)年 7 月河川法改正に伴い国の管理

河川となり、1965(昭和 40)年 4 月から茨戸川と呼称され

た。 
なお、茨戸川によって囲まれた堤内側の用地は、表-1

に示すように、主に水田及び畑作地であり、1972(昭和

47)年における石狩町耕地面積のうち、水田面積は 27.9%、

畑作は 63.1%を占めるなど、石狩町の重要な農業生産地

域 24)である。 
 

表-1 石狩町の耕地面積調 

(単位:ha)

区域 耕地 
面積 

内  訳 
水田 畑 樹園地

石狩町 (a) 3524 2853 666 5
茨戸川に囲まれた区域(b) 1219 797 420 2

b/a (%) 34.6 27.9 63.1 40.0
(資料:農業基本調査)

 
茨戸川には、札幌市内を流れてきた伏籠川、創成川、
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発寒川の 3 つの支川が流れ込んでおり、洪水時には本川

(石狩川)からも逆流し、茨戸周辺及び札幌近郊に氾濫被

害が幾度も繰り返されてきたことから、治水対策事業の

一環として茨戸川と日本海との間に新しく放水路を設け

る計画が立案された。 
なお、河川管理者は、茨戸川の放水路計画を、「石狩

放水路」と呼称した。 
 

0        2000 
   ：一期用地 
   ：生振新水路

   ：茨戸川 

日 本 海 

石 

狩

川 

茨 戸 

川 

 

図-8 一期用地、茨戸川(旧石狩川)、 

  生振新水路(現石狩川)平面図 

 
ｂ）「札幌西北部地区総合調査」25)と放水路計画 

1982(昭和 57)年 8 月、石狩湾新港の入船記念にあたり 
(社団法人)北海道開発問題研究調査会の会報（特集）「か

いはつ 26）」に、当時の北海道開発庁事務次官大西昭一氏

は投稿論文で次のように述べている。 
『北海道開発庁は、1961(昭和 36)年、1962(昭和 37)年

の石狩川の洪水災害に鑑み、当時の谷藤事務次官の特命
25）により、図-9 に示すように石狩川に新河口を開削し洪

水を早く日本海に出すとともに、旧河道を港湾として利

用し平地を臨海型工業地区とする総合開発計画について

調査を行うこととした。すなわち、銭函から石狩河口に

至る石狩沿岸について、茨戸川(旧石狩川)と海とをつな

ぐ水路などによる札幌周辺の排水対策に併せて港湾を新

設し、背後地に流通・都市型工業などを配置する計画が

適当であるとして、「札幌西北部地区総合調査 25)」が

1966(昭和 41)年から 1967(昭和 42)年まで実施された。こ

の調査によって都市計画、中小河川等の水理ならびに水

利、産業配置、交通体系などが検討され 1969(昭和 44)
年 4 月に取りまとめられた。 

特に、石狩川河口部を洪水対策として切り替えた場合、

茨戸川周辺の排水対策と併せ、背後の開発事業である河

川、港湾、そして道路などの国直轄事業が受ける影響と

効果について総合的に検討された。』 
すなわち、北海道開発庁は茨戸川を含めた石狩川の改

修と港湾の計画が個別のものではなく、深く連携するも

のであり、その目的と手段との関係を比較的はっきり説

明しようと考えたからである。そのうち、放水路と関連

する港湾の設置位置と港のかたちは、北海道開発局(港湾

部)により図-9 に示される建設置位置平面図から、次の 3

つの case について検討された(図-10～図-12 参照)。 
 
  case -Ⅰ 小樽内川(新川)付近に港を建設する場合。 
  case -Ⅱ 茨戸川(旧石狩川)より最短距離にある位置に

建設する場合。 
  case -Ⅲ 石狩川河口に建設する場合。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 港湾建設位置と石狩川切り替え(案)平面図 

(作成:北海道開発局) 

 
これら港湾の概要のうち、取扱貨物量は目標年次を

1975(昭和 50)年度において輸入木材 70 万トン、石油配分

基地として 20 万トン、車両数 50 万トンおよびセメント

などのバラ荷 20 万トン、合計 160 万トンと想定し、その

規模で建設費は case-Ⅰの場合 80 億 8 千万円、case-Ⅱの

場合 74 億 4 千万円、case-Ⅲの場合 76 億 6120 万円と算

出された。 
 
ｃ）港湾計画と石狩放水路 

1955(昭和 30)年代の高度経済成長を背景に、木材の需

要は住宅建設増大により増加し、一方、外材受入れのた

めの港湾整備が遅れていたため、木材貯木水面の確保が

その頃緊急事態であった。当時の状況について、石狩開

発(株)編「30 年のあゆみ」27）で次のように述べている。 
『こうした時、1963(昭和 38)年 4 月、後に石狩湾新港

地域開発のための第 3 セクターとなる石狩開発(株) 28）が、

海と最短距離にある茨戸川左岸の水面を北海道知事より

占用許可(延長約 500m、幅:川幅の約 1/2の 100m)を得て、

水面積 49 万 6 千 m2、貯木能力 22 万石対応の水面貯木場

の周辺に北洋材を主体とする木材工業団地を形成し、併

せて石狩港(仮称)の早期実現することを目的に、「石狩木

材工業団地構想 28)」を立ち上げた。 
この構想は、茨戸川水面貯木場の背面用地(通称第 1 期

用地:図-8 参照)を買収し、団地面積約 32 万 6 千坪、工場

22 社、所要原木 82 万石、出荷額 33 億 5200 万円を目途

としたものであった。 
一方、入団企業者(20 社)は用地を取得し工場建設の準

備を完了するなど石狩港(仮称)の位置決定を注目してい

た。』 
そのため、北海道開発局(港湾)は図-13 に示されるよう

に港湾と茨戸川(旧石狩川)を水路により短絡し、拡大し

Case-Ⅱ
Case-Ⅲ

河川切替

(注)Case-Ⅰは、Case-Ⅱの
南西 8km に計画 

 放
水
路 

 石
狩
川 

3km1 20 
茨戸川 
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て利用する種々の計画が議論された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 case-Ⅰ(作成:北海道開発局) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 case-Ⅱ(作成:北海道開発局) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 case-Ⅲ(作成:北海道開発局) 

 
以上のように北海道開発局(港湾)が放水路位置につい

てこだわった理由は、 
①後の第 3 セクターは、国が茨戸川の河川敷地を一般

の国有財産として移管した後に敷地を買収し、木材

工業用地構想を立ち上げ、前面の茨戸川水面を貯木

場とするため北海道知事より占用許可を得ていた

こと 

②港湾から直接水路を通して木材を茨戸川水面貯木

場まで引き入れ易いこと 
などであった。 

しかし、当時、茨戸川の水は農業用水および内水面漁

業水域として使用されており、塩水の遡上阻止が絶対条

件であるのに加え、水路をゲ－トで締切ることは、原木

の引き入れが技術的に困難であった。 
そのため、北海道開発局(港湾)は、水面貯木場を茨戸

川に求めることは無理があるとし、海面を貯木水面にす

ることで港湾計画が再検討された。 
一方、北海道開発局(河川)は、茨戸川周辺地域の洪水

氾濫による防災という社会の切実な要請から、石狩放水

路を海との最短距離で計画されていた。 
図らずも港湾計画と河川計画の立案は同時期であった

ため、これらの要件が満足する形で取り進められたが、

前述の理由から、石狩開発(株)としても茨戸川の水面利

用は取り止めざるを得なかった。そのため北海道開発局

(港湾)として重要な港湾位置は，海面を貯木水面とする

港湾計画を次に示す 3 つの条件 
イ．石狩川の排出土砂による漂砂の影響を避けること 
ロ．将来における港勢の進展と背後の土地利用との関

連を考慮すること 
ハ．石狩放水路との関連を考慮すること 

などを踏まえ、港湾位置は花畔 8 線浜地先(図-4 に示す鯨

塚地区)をほぼ中心にすることを固めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-13 石狩放水路の利用類型図(作成：北海道開発局) 

 
ｄ）河川管理者と石狩放水路について 

河川管理者は、石狩放水路の実施に当たり調査した

「石狩放水路計画書」29)の中で、計画の概要と問題点に
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ついて次のように述べている。 
『石狩放水路は、石狩川本流の洪水時には、茨戸川と

本流を遮断し、周辺市街地域(6000ha)の内水氾濫を防除

することとし、1976(昭和 51)年着工し 1982(昭和 57)年に

はほぼ完成する。設置場所は、茨戸川と日本海との最短

距離である花畔 5 線とし、放水路延長 2458m、放水路幅

50m、川床水深-4.9m(H.W.L.+1.1m)、計画高水流量 500m3/s
を港湾内に流入させる計画とした。また、吐口には防潮

水門を設置し、海水の逆流防止を図った。 
 

(石狩湾新港と石狩放水路に関する問題点) 
イ．石狩湾新港と石狩放水路の関連 

港湾内に流入させた場合、吐口部における洪水流の現

象と茨戸川泥土の港内・港外への拡散などの影響につい

ての検討。 
ロ．放水路を運河として利用する場合の問題点 

防潮水門部分の輸送の問題と放水路の維持管理にあ

たって、 
①防潮水門部分を輸送する場合に、水門部分の輸送設

備が新たに必要になる。 
②一方、運河として利用する場合は取水のための水位

確保および塩水遡上防止ができるかどうかについ

て、水路利用者と水利権者との調整。 
③さらに、運河として必要断面を常時確保することが

必要であり、そのため水路の維持管理について河川

管理者と水路利用者との調整が必要となろう。』 
 
しかし、石狩放水路の新たな戦略的な活用について、

「石狩湾新港地域開発計画委員会 30)」（後述）の港湾専

門部会の委員の一人であった佐藤肇元運輸省港湾局長は、

「将来、石狩湾新港が拡大の暁には、茨戸川は港湾施設

に放水路は航路として活用されるのではなかろうか」と

発言し、石狩湾新港の将来像に対し、茨戸川に港湾機能

をもたせようとする含みを示した。 
石狩放水路を航路として利用するための問題点を現

時点で想定してみると、一つは、石狩湾新港の外郭施設

の拡大は，港湾区域の拡張に伴う新たな漁業者調整や石

狩川の流砂による港内埋没などの技術的課題を抱えるこ

とになる。次に、茨戸川に港湾機能をもたせることは、

河川敷や背後用地の土地利用が図られるなど、石狩湾新

港地域の新たな展開が望まれるが、先に示した①泥土の

港内拡散②防潮水門部分の輸送設備③水位の確保と塩水

遡上防止、さらに、茨戸川内水面漁業に対する補償など

の解決などが必須条件である。そのため、石狩湾新港の

拡大を目指す双方の戦略的な発想の実施には、かなり困

難な問題を抱えることが想定される。 
以上から、石狩放水路の建設は、将来の維持管理、放

水路、茨戸川の利用が今後の課題である。 
 
石狩放水路建設途中の 1981(昭和 56)年 8 月、札幌市北

部が豪雨により警戒水位を突破し、洪水が氾濫したこと

から、石狩放水路の完成前であったが、地元と関係機関

との協議を経て北海道開発局の決断により、水位を低下

させるため石狩放水路の緊急通水が行われた。 
その効果は大きく、被害を最小限度にとどめその威力

をいかんなく発揮した。しかし、石狩放水路完成前での

通水により、港内埋没、漁業者調整などの課題、すなわ

ち漁業補償問題 31)に発展することになり関係者の努力

が続けられた。 
 
（３）1970 (昭和 45)年 6 月運輸省へ第 4 次港湾整備 5

ヶ年 1971～1975（昭和 46～50）年計画の採択と

1971(昭和 46)年度港湾整備計画の予算要求につ

いて 

北海道は、1971(昭和 46)年度を初年度とする第 4 次港

湾整備 5カ年 1971～1975(昭和 46～50年)度計画策定にあ

たり、石狩湾新港 (仮称 )を取り上げてもらうために

1970(昭和 45)年 6 月、運輸省(現国土交通省)に 1971（昭

和 46 年）度の予算要求を行った。 
図-14 および図-15 は、その説明資料として用いられた

港湾計画図と土地利用計画図である。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 石狩湾新港(仮称)港湾計画図 

(作成:北海道開発局) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 土地利用計画図(作成:北海道開発局) 

 
この計画図は、北海道開発局(港湾部)が試案として画

いたものであり、港湾の形式は掘込方式ではなく埋立方

式を採用した。その理由は、石狩湾岸沿いの国有地は狭

く、海岸線の直ぐ近くに民有地が広がっており、掘込用

地を確保できた苫小牧のような訳にはゆかないことであ

った。したがって、費用はかさむが止むなく埋立方式が

採用された。 
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さらに、当時、港湾管理者がまだ未決定であるにもか

かわらず、北海道開発局(港湾部)が一方的に民有地に掘

込方式を先取りしたかたちで計画図を画き、行政側と土

地所有者などと大きなトラブルが生ずることを憂慮した

からである。なお、第 4 次港湾整備 5 ヶ年計画の全体の

事業費は約 687 億円であった。 
 

（４）1971(昭和 46)年 6 月の北海道開発庁による石狩湾

新港の建設に関連した、当該地域開発に関する基

本事項 32)について 
1971(昭和 46)年 6 月、北海道開発庁は、石狩湾新港の

建設に関連して、当該地域開発に関する基本事項につい

ての方針を明らかにした。その内容は、 
イ．開発基本計画に盛るべき｢石狩湾新港地域開発の

概要｣の主要事項の検討 
ロ．開発推進体制として、北海道の組織体制の強化と

地元推進体制の整備 
ハ．第 3 セクターとしての石狩開発(株)の活用 
ニ．用地先行取得のための措置 
ホ．港湾管理主体の早期決定と漁業補償などの問題 
へ．石狩放水路の早期着工 

などについての考え方を取りまとめたものであった。 
すなわち、｢石狩湾新港地域開発基本計画｣については、

北海道総合開発計画の第 3 期計画を実施に移すための具

体策として、北海道開発庁によって作成することとした。 
このように、港はつくられるまでに長い期間が必要で

あり、そのために計画段階における合意形成が重要課題

であり，過去の例でも必ずといってよいほど反対論者が

出て、よほどの指導力と忍耐力がないと実現できない。 
しかし、当時、基本計画の作成手続きでは、計画の客

観性、透明性の確保や、法律上の明確な位置づけなどに

ついて、地元の地域住民に目的や手段などを説明し、議

論し、地域住民の意向を反映させる等の体系がなかった。 
現在、この体系の模範的な手法として、第 1 に、1995

（平成 7）年に制定された「地方分権推進法」の第 2 条

には「地方分権の推進は、国と地方の相互協力の関係を

前提として進める」という基本方針が示されている。 
第 2 に、1999(平成 11)年制定された「海岸法の一部改

正」では、国が海岸の保全に関する基本方針を定め、そ

の方針に則って都道府県知事が海岸保全基本計画を定め

るにあたって、地域の意見、専門家の知見を反映させる

ため、学識経験者、関係市町村長および関係海岸管理者

の意見聴取手続き並びに関係住民の意見を反映する手続

きを導入することとしたことなどがあげられる。 
北海道は本計画の立案にあたって、学識経験者によっ

て構成する「石狩湾新港地域開発計画委員会」(後述)を
立ちあげ、行政の強い信念、意思、情熱を持って新しい

基本計画づくりに挑戦した。当時、地域の意見、専門家

の知見を反映させる手段として、港湾法第 4 条では、港

湾管理者の設立と予定港湾区域を定めようとするときは、

議会の議決を経た上、公告し、且つ他の関係地方公共団

体より意見の申出があったときは、これと協議すること

になっている。また、港湾計画を定めようするときは、

学識経験者、関係市町村及び港湾管理者等の構成からな

る地方港湾審議会の意見をきかなければならず、さらに

運輸省(現国土交通省)は港湾審議会(現交通政策審議会)
へ諮問し、意見を聴くことになっていたが、当時は、こ

のように関係住民の意見を反映させる場はわずかしか与

えられていなかった。 
 
（５）1971(昭和 46)年 11 月北海道による｢石狩湾新港地

域開発計画委員会 33)｣の設置について 
石狩湾新港の建設に当たっては、この港の位置づけを

明らかにするとともに、この地域の総合的かつ効果的開

発を進める必要があった。このような観点から、「石狩湾

新港域開発基本計画」策定に資するため各専門分野から

総合的に、この計画調査を実施することにした。そのた

め、北海道は庁内の組織体制を整え基本計画の素案を作

成することとし、1971(昭和 46)年 11 月各専門分野から総

合的に調査・審議することを目的とした｢石狩湾新港地域

開発計画委員会｣(知事諮問機関)34)を設置した。そして、

専門的事項について調査・研究を行うため、「港湾」、「流

通・工業」、「土地利用」、「交通」、「環境保全」からなる

5 専門部会を設置し、基本計画(北海道案)を作成し、これ

を 1972(昭和 47)年 7 月、北海道開発庁に提出した。 
なお、｢石狩湾新港地域開発計画委員会｣の委員名簿は引

用参考文献に掲げた。 
 

（６）1971（昭和 46）年 11 月～1972(昭和 47)年 3 月の｢石

狩湾新港地域開発計画委員会｣港湾専門部会にお

ける港湾計画について 
港湾専門部会が検討した港湾計画に関する主な内容

は、 
イ．貨物の輸送コストからみた石狩湾新港の必要性 
ロ．道央港湾の総輸送費用の比較 
ハ．港湾計画図の各案の検討 
であり、石狩湾新港地域開発計画調査報告書（港湾編）

によるとその概要 35)は次のとおりである。 
 
ａ）貨物の輸送コストからみた石狩湾新港の必要性 
(港湾貨物流動調査) 

石狩湾新港の背後圏である札樽地区は著しく発展し、

1970(昭和 45)年、人口 130 万人を擁し、北海道における

政治、経済、文化の中枢を形成している。そして 1985(昭
和 60)年代には人口 200 万人に達するとみられる。今後

予想される生活の高度化と多様化に伴い、札樽圏が必要

とする消費物資は飛躍的に拡大し、石狩湾沿岸に新たに

流通機能を有する港湾が要請されるに至った。 
なお、札樽圏とは、札幌、小樽、江別の 3 市と、広島、

石狩の 2 町からなる。 
北海道開発局は、現状における港湾貨物の流動を、道

央 4 港(室蘭、苫小牧、小樽、留萌)について 1969~1970(昭

−87−
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和 44～45)年の 2 ヶ年にわたって行っている(表-2～4 参

照)。 
 

『表-2～4 の中で大量消費貨物とは、石油、セメント、

木材、鋼材、車両等であり、一般消費貨物とは、工場関

連貨物(原油、鉄鉱石等)を除いた一般市民生活に寄与す

る貨物である。 
表-2～-4 から、石狩支庁に流入する港湾経由貨物のう

ち、一般消費貨物は小樽、苫小牧港が共にウエイトが高

い。一方、大量消費貨物では苫小牧、室蘭港が高く、小

樽港はやや低い。 
次に、輸送コストの比較について、図-15 に示す京浜

～札幌の間における 20t コンテナやトレーラーを用いた

輸送ルートの概要図から、それぞれの輸送ルートのコス 
 

表-2 一般消費貨物の市町別流動状況(昭和 45 年 7 月) 

(%)

支庁 

港名 
石狩 胆振 後志 空知 上川 留萌 その他 計

室蘭港 
11.6 

0.3 

64.3 

92.6 

2.4 

0.1 

12.5 

0 

3.0 

6.5 

0 

0 

6.2

0.5

100

100

小樽港 
40.2 

90.5 

1.9 

1.0 

21.7 

7.9 

2.0 

0 

13.4 

0.6 

0.2 

0 

20.6

0

100

100

苫小牧港 
54.8 

6.2 

31.9 

78.0 

3.6 

0 

4.1 

1.2 

1.5 

12.2 

0 

0 

4.1

13.2

100

100

留萌港 
0 

0 

0.7 

0 

0 

0 

46.6 

2.3 

26.9 

56.7 

8.6 

40.9 

17.2

0.1

100

100

上段：輸移入、下段：輸移出

(作成：北海道開発局) 

 
表-3 大量消費貨物の支庁別流動状況(昭和44年 1ヵ年) 

(%)

支庁 

港名 
石狩 胆振 後志 空知 上川 留萌 その他 計

室蘭港 44.0 29.0 2.7 2.2 11.6 0 10.5 100

小樽港 37.2 3.4 37.6 5.0 9.3 0 7.5 100

苫小牧港 53.1 19.2 1.7 13.4 4.9 0 7.7 100

留萌港 0 0 0 25.4 55.1 12.7 6.8 100

(作成:北海道開発局) 

 

表-4 石狩支庁に流入する港湾経由貨物の構成 

(%)

経由港湾 

値物区分 
室蘭港 小樽港 苫小牧港 留萌港 計 

一般消費貨物 12.7 34.0 53.3 0 100

大量消費貨物 27.2 12.2 60.4 0 100

(作成:北海道開発局) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-16 京浜～札幌間輸送ルート図(作成:北海道開発局) 

トを比較し、表-5 に示した。 
表-5 から、下記のような結論が出された。 
①石狩湾新港を利用する場合、苫小牧港より約 400 円/

トン、小樽港より約 300 円/トンだけ有利である。 
②現状においては、苫小牧、小樽港に荷揚げされた物資

は、それぞれ大谷地流通基地及び宮の沢流通基地(計
画)を経由して札幌に運ばれる。 

③これに対し、石狩湾新港を流通港湾として整備する場

合は、岸壁に直結して流通基地を設けるから、物流で

もっとも問題となる輸送のノード(節)が消去され、輸

送コストに大きなメリットを生ずる。 
 

表-5 輸送コストの比較 

（単位：円/トン）

ルート

輸送費 
(A) (B) (C) (A)-(C) (B)-(C)

海上輸送費 911 1093 1093 △182 0

陸 

上

輸
送
費

港－流通基地 631 358 0 631 358

流通基地－札幌 459 459 507 △16 △48

計 2001 1910 1600 401 310

(作成:北海道開発局) 

 
(輸送費用モデルから港湾取扱貨物量の推計と石狩湾新

港の必要性) 

道央港湾に対する貨物配分は、室蘭、小樽、苫小牧、

留萌の各港湾に石狩湾新港が加わる場合の関連について、

リニアプログラミングの輸送問題解法の手法 36）を用い

て港湾取扱貨物量を推定した。モデルの概要はつぎのと

おりである。 
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ijP ：m 年における n 品目の i 地域に関連す

るものの j 港取扱貨物量 

   
n,m

iP ：m 年における i 地域の n 品目の取扱貨

物量 

   
n,m

jP ：m 年における j 港におけるｎ品目の取

扱貨物量 

   
mP  ：m 年の港湾取扱貨物量 

 

のもとに、制限条件として 
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   ij
nC ：n 品目の i 地域から j 港への輸送費用 

京 浜 港 小 樽 港 

苫小牧港 

石狩湾新港 

宮の沢流通基地 

大谷地流通基地 

北海道総合開発計

画の新港の基地 

札幌中心部
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推計にあたり道央地区は、図-17 に示すように 11 ゾーン

に区分し、臨海工場関連貨物、石炭、水産品、フェリー

を除いた内陸工場、一般及び大量消費貨物の計 19 品目に

ついて取扱貨物量の推計を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-17 道央地区 11 ゾーンの対象地区 

(作成:北海道開発局) 

 
表-6 道央諸港取扱貨物量の推計 

(千t)

 

 
総  計 

工場関連

(臨海) 

工場関連

(内陸)

一般消費

貨物 

大量消費

貨物 
フェリー

室蘭港 
22,842 

45,215 

13,832 

30,476 

5,408 

7,967 

466 

１,425 

2,705

1,847

380

3,500

小樽港 
4,347 

11,055 
 

2,784 

2,997 

588 

2,244 

975

2,814
3,000

*苫小牧港 
8,610 

204,121 

167,044 

 

5,161 

16,156 

335 

2,091 

3,114

13,330
5,000

留萌港 
2,518 

7,599 
 

1,995 

3,580 

75 

464 

447

3,545

石狩湾新港 13,200  2,540 1,526 6,634 2,500

計 
33,317 

231,180 

13,832 

197,520 

15,348 

33,240 

1,464 

7,750 

7,241

28,670

380

14,000

*苫小牧東部工場関連貨物を含む  上段 44 年、下段 60 年 

(作成:北海道開発局) 

 
また輸送費は、京浜～道央各港湾間の海上輸送コスト

に内陸輸送コストを加えた値とした。これらの設定条件

のもとに、道央港湾貨物量を計算すると、その各港の配

分貨物量は表-6 に示すとおりであり、1985(昭和 60)年石

狩湾新港は 13,200 千トンと推計された。 
以上により、道央各港湾の取扱貨物量についての機能

分担を行った。 
 
ｂ）道央港湾の総輸送費用の比較 

道央港湾 4 港(室蘭、苫小牧、小樽、留萌)と石狩湾新

港に貨物を最適配分(Linear Programming 輸送問題解法の

手法による)した場合の総輸送費用を試算すると次のと

おりである。 
 

（単位：億円/年） 

条件

年 

道央既存4港湾だけ

の場合の総輸送費用

道央既存4港湾に石

狩湾新港を加えた場

合の総輸送費用 

差 額

昭和60年 231.9 197.9 34.0 

 
上記の総輸送費用に、試算当時の所要バ－ス数や新港

防波堤の建設費用等を考慮した場合の総輸送費用は次の

とおりである。 
（単位：億円/年） 

条件

年 

道央既存4港湾だけ

を整備する場合の総

費用 

道央既存4港湾に石

狩湾新港も整備する

場合の総費用 

差 額

昭和60年 266.7 240.1 26.6 

(注)建設費は、配分貨物量に見合う所要バースを推定して投資

額を算出した。』 

 

ｃ）港湾計画図の各案の検討比較 37） 

｢石狩湾新港地域開発計画委員会｣の港湾専門部会に

おいて検討された港湾計画構想(A 案～E 案)を、図

-18(a)~(e)に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-18(a) A 案構想図 

 

(A 案)・・・1971(昭和 46)年 11 月 14 日、第 1 回港湾専

門部会に提示されたものである。埋立方式と掘込方式の

併用とし、港湾の早期利用を考慮し東側に木材整理水面、

石油取扱施設(石油配分基地は防波堤外の埋立地)を配置

した。事業費は約 510 億円である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-18(b) B 案構想図 
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(B 案)・・・1971(昭和 46)年 12 月 22 日、第 2 回港湾専

門部会に C 案とともに提示されたものである。掘込水路

は開発地域のほぼ中央に建設し、その両側に流通・工業

基地を配置した。石油配分基地は港内に配置したが、こ

れは港外の埋立地に設けると用地費が高く、企業立地が

困難となることが予想されたことと同時に、直接、外海

に面すると波浪により構造物の危険度が増大すると判断

されたからである。事業費は約 433 億円である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-18（c) C 案構想図 

 

(C 案）・・・B 案と同様、石油配分基地は港内に配置し、

木材整理水面は掘込みとした。B 案との大きな違いは北

防波堤の腹付けと港口の設置位置である。事業費は約

555 億円である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-18(d) D 案構想図 

 

(D 案)・・・1972(昭和 47)年 1 月 31 日、第 3 回港湾専門

部会に提示されたものである。安全性の創出のため石油

配分基地と他の施設との分離については、各案の作成ご

とに変えており、その安全性に配慮していることがうか

がえる。事業費は約 434 億円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-18(e) E 案構想図 

 
(E 案)・・・第 3 回港湾専門部会で検討された D 案をベ

ースに、答申案作成のための計画図をねり直したもので

ある。D 案と大きく異なる点は、埠頭形式を串型方式か

ら単なる埋立方式としたこと、防波堤の法線を変えて西

防波堤(E 案の西護岸)に越波エネルギ－を散逸させ、港

内の伝達波の低減を図るため腹付けしたこと、港口を東

側 1 カ所にしたことなどである。 
 

なお、｢石狩湾新港地域開発計画委員会｣が各専門部会

の検討結果を踏まえ，最終的に取りまとめて北海道知事

に答申した港湾計画構想図は図-19 である。これはＥ案

構想をベースに再検討し、冬期の季節風などを考慮して

静穏度の高い泊地を確保し、流通・工業地区の有機的な

連携を図ることを基本方針とした。ただ、港の各施設は

基本構想にとどめ、詳細については港湾計画策定の際、

さらに検討を加え決定する余地を残した。事業費は約

472 億円である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-19 石狩湾新港港湾計画構想図 

       (計画委員会が道知事に答申した構想図) 
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図-20 石狩湾地域開発構想図 

        (計画委員会が取りまとめた構想図) 

 
（７）1973(昭和 48)年 7 月の運輸省(現国土交通省)の石

狩湾新港港湾計画認可について 
1972(昭和 47)年 4 月、｢石狩湾新港地域開発計画委員

会｣の答申に沿って、1985(昭和 60)年度を目標年次とする

港湾取扱貨物量を 1,028 万トンと推定し北海道開発局と

北海道によって作成された石狩湾新港港湾計画書(案)が、

運輸省港湾審議会の議を経て 1973(昭和 48)年 7 月 16 日

運輸大臣より港湾計画 38)が認可された(図-21 参照)。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21 石狩湾新港港湾計画図(作成:港湾管理者) 
 

４．石狩湾新港港湾計画の現況 

石狩湾新港は、1997(平成 9)年に 
イ．港湾機能の拡充 

ロ．小型漁船専用港口の移設 

について港湾計画の改訂を行った。その主な内容は次の

とおりである。 
 

ａ）港湾機能の拡充 

石狩湾新港は建設後、時代の推移と共に背後地域にお

ける輸送の効率化を図るため、従来の内貿機能を中心と

する港湾から、外貿機能を担う港湾への転換が求められ

た。 

そのため港湾管理者は、1988(昭和 63)年 8 月改訂され

た港湾計画をさらに変更し、1998(平成 10)年代後半を目

標年次とする新たな港湾計画を、1997(平成 9)年 11 月の

港湾審議会第 164 計画部会に諮問し認可された(図-26 参

照)。 
港湾計画の目標とする港湾取扱貨物量は、外貿１581

千トン、内貿 5066 千トンの合計 6647 千トンであり、そ

の主要な計画方針は、次のとおりである。 

 

『①石狩湾新港地域開発の核としては、札幌都市圏を

中心とした地域の日本海側に位置する流通拠点港

湾として、小樽港との適切な機能分担のもと大水深

多目的外貿タ－ミナルの確保などにより、外貿機能

の強化を図る。 

②背後地域における貨物需要などの要請を的確に把

握しつつ、内貿機能の強化を図る。 

③札幌都市圏のエネルギ－需要に対処するため、エネ

ルギ－供給基地の形成を図る。 

④大規模地震災害時の緊急避難及び緊急物資輸送等

の対策を進める。』 

 
ｂ）小型漁船専用港口の移設 

石狩湾新港の建設位置は、「石狩湾沿岸調査」と現地

実験等の検討を踏まえ、鯨塚地区に決定し、第 5 次港湾

整備 5 ヶ年 1976～1980(昭和 51～55)年度計画に組み入れ

られ、1973(昭和 48)年 1 月工事が着手された。その建設

過程は図-22 に示されるように実施され、引き続く第６

次港湾整備 5 ヶ年 1981～1985（昭和 56～60）年度計画を

持って外郭施設は概成した。 
そこで石狩湾新港の建設によって、左右海岸の汀線が 

どのように変化したかを、港湾建設当初の 1976(昭和 51)
年をベースに、10 年後の 1987(昭和 62)年、20 年後の

1997(平成 9)年実測の平面図の重ね合わせにより、その状

況を図示したのが図-23 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-22 石狩湾新港第 5 次港湾整備 5 ヶ年計画図 

(昭和 51～55 年度)(作成:北海道開発局) 
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：1976 年 8 月実測 
：1987 年 7 月実測 
：1997 年 7 月実測 
：基  線 注）港湾施設は 1997 年 7 月の現況 

東防波堤 750m 

北防波堤3,900
m 島

防
波
堤
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なお、図-23 に示す測量の範囲は、1976 年 8 月実測の

場合は測点 L-28～R-6 までであったが、北防波堤の伸長

に伴って 1987年 7月実測以降から測点L-39~R-10まで測

量の範囲を拡大した。 
図-24（a)、(b)は、図-23 に示す汀線変化調査時点にお

ける 1976(昭和 51)年 7 月および 1987(昭和 62)年 7 月の港

湾施設の現況である。 
図-23 から、東側海岸の汀線は東防波堤より東側へ 1500m
離れた地点より土砂が堆積しはじめ、最終的に東防波堤

基部では約 150m 砂浜が前進した。一方西側海岸の汀線

は、西護岸より西側へ 5.5km 離れた地点より侵食しはじ

め、最終的に西護岸基部で砂浜が約 150m 後退した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-24 汀線変化調査時点における港湾施設の概況 
 

以上から、建設当初実施した現地実験と現状との汀線

変化の乖離は、巨大港湾建設が東西に移動する沿岸漂砂

を遮断したことによるものである。その結果、東防波堤

基部に堆積していた沿岸漂砂は、小型漁船専用の港口(東
防波堤と島防波堤の間)50m より流入し、漁船の航行や東

ふ頭前面泊地などに支障をきたすようになった。 
その対策として、図-25 に示すように現在の小型漁船

専用の港口は閉鎖して、新たに島防波堤の中央部に港口

を移設し、さらに、漂砂対策として島防波堤端の突堤を

東防砂堤に名称変更して伸長し、漂砂の堆積を長期的に

遅延させうるよう港湾計画の改訂を行った。 
 

以上の計画方針に基づき改定された石狩湾新港港湾

計画図 39)は，図-26 である。 
港湾計画改訂後、西地区に水深-14m の多目的国際ター

ミナル建設の要望が高まり、現在、王子製紙㈱江別工場 

の木材チップ荷揚げ施設として 2006(平成 18)12 月より

供用開始された。 
また、沿岸漂砂が経常的に大きな影響を与えていた港

内及び小型漁船専用航路の埋没に対し、新たに設置され

た東防砂堤(ℓ=300m)は、現在、埋没防止に大きな役割を

果たしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-25 石狩湾新港 港湾計画改定図 

(小型漁船専用港口部)(作成:港湾管理者) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-26 石狩湾新港港湾計画平面図 

(平成 9 年 11 月改訂)(作成:港湾管理者) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-23 汀線変化比較図 
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５．識者の提言 

 

1972(昭和 47)年 4 月 3 日、第 3 回石狩湾新港地域開発

計画委員会が開催された。そして，1971(昭和 46)年 11
月～1972(昭和 47)年 3 月まで地域開発計画委員会 2 回の

議を経て「石狩湾新港地域開発計画報告書」が計画委員

会長から北海道道知事へ答申された。答申後、北海道は

各委員から新港地域における今後の課題などについて自

由な提言 40)を受けた。 
提言の目的は、石狩湾新港を的確に実施するための喫

緊の課題として、物流、産業、生活に関わる諸機能を有

機的に連携させ、地域、社会、経済の発展を促すことで

ある。そのため、新規港湾管理者(北海道、小樽市、石狩

町)は、港づくり、まちづくり、生活づくりにあたってそ

の開発効果の形成に柔軟に適応していくことが必要であ

り、また今後、石狩湾新港地域開発計画を的確に進める

ための実施要領ともいうべきことについて述べたもので、

このことを港湾管理者に十分認識してもらうことが必要

であったからである。 
この提言は、今後、巨大な投資効果が最も有効に発揮

させるために多くの示唆を与えるものがあった。 
その提言の主な内容は次のとおりである。 

 
① 石狩湾新港の地域開発は、21 世紀を見通して対処し

てほしい。港湾を地域産業おこしの拠点として戦略的

に整備していくためには、画期的な政策実現のため行

政上の配慮が必要である。 
② 港湾は民間活動が展開する場である。そのため、中

枢管理機能の集積と各関係機関とを有機的に連携させ、

総合的な港湾空間の創造に向けて、さまざまな要請に

応じていかなければならない。 
③ 将来、産業構造の変革および技術革新などが起こり

得る可能性があり、これらの変化に対応できるよう積

極的に変化を先取りしてほしい。 
④ 本地域は、札幌市の都市計画の一環として、また都

市活動として考えるべき場所である。したがって、新

たな課題に対し一般的な形と違った考え方で果敢にチ

ヤレンジしてほしい。 
⑤ 港湾という物理的な入れ物を造っただけで貨物は動

かない。これからは、貨物を動かすように、また港湾

のもつ機能を多角的に捉えるよう港湾管理者が積極的

に考えてゆかなければならない。 
⑥ 港湾機能の物理的万能性を、将来どう利用するのか。

港湾のエリアは、もっと効果的に周辺に波及され、そ

して港湾資産価値が高められるように、これからは港

湾管理者が考えてゆかなければならない。今後、小樽

港の発展のためには、サ－ビスが良くなるよう努力す

べきで、石狩湾新港との地域相互の連携を強め、互い

に機能の補完を図り共存共栄し、なにを機能分担する

かを考えてゆくべきである。 
 

６．むすび 

 

石狩湾新港は、戦後復興による木材需要のため、木材

取扱施設の確保を目的として、港の開発と都市づくりを

一体的に行おうとした銭函副港計画がベースになって実

現したもので、小樽市の先見的な洞察力が第 3 期計画に

取り入れられた。 
そのため新規港湾の位置をめぐって小樽市と石狩町の

抗争が 8 年間も続けられたのは、それなりの理由があっ

たからである。しかし、石狩湾新港の歴史上にとって永

く評価されることは，当時の町村北海道知事の巧妙なバ

ランスのとれた裁定により石狩湾新港の将来の体制や発

展の基礎がつくられたことである。 
その後、「石狩湾新港地域開発基本計画」は北海道主導

のもと北海道開発局の協力を得ながら進められたが、特

に、港湾計画は石狩川洪水対策が防災という社会の切実

な要請から、茨戸川の洪水処理をしようとした河川側と、

茨戸川を木材取扱施設に利用しようとする港湾側との計

画立案が同時期であったため、これらの要件が満足する

形でとり進められたことは，石狩湾新港港湾計画を進め

るに当たって良好なタイミングであった。 
「石狩湾新港地域開発計画委員会」が調査報告書を北

海道知事へ答申後、道は各委員から自由な発言による提

言を受けた。提言の目的は、北海道内で初めての三者(北
海度、小樽市、石狩町)による共同管理方式によって港湾

管理が運営されるので、まず三者の意志疎通が十分図ら

れること、そして石狩湾新港地域開発計画が的確に進め

るための実施要領ともいうべきことを提言として述べ、

このことを港湾管理者に十分認識してもらうことであっ

た。 
今後、石狩湾新港の北方圏諸国との貿易拡大に伴う将

来像の検討にあたって、1972(昭和 47)年「石狩湾新港地

域開発計画委員会」港湾専門部会において、佐藤肇委員

が時代の趨勢を予測した貴重な提言に対して､今後、様々

な知恵が加えられ新しいバージョンが生み出されていく

ことであろう。 
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